
平成２９年度 第１回石巻市被災者自立再建促進対策本部会議要旨 

        

               日時：平成２９年６月６日（火） 

会場：第１・２委員会室 

［報告事項］ 

１ プレハブ仮設団地移転集約の進捗状況について 

  ［５月３１日時点］ 

 ・平成２８年度退去期限団地集約状況 

   退去完了：２１団地    移転調整中：５団地 

 ・平成２９年９月退去期限団地移転・集約状況 

   移転集約団地数  ５６団地 

   移転対象世帯数 ２０２世帯 

   再建予定世帯数 ３０７世帯 

   倉庫利用世帯数  ４４世帯 

 

２ 復興公営住宅最終入居確認書の回収結果について 

    調査対象  １，５４６世帯 

    調査期間  Ｈ２９．２～Ｈ２９．３ 

    回収率   ９５．９％（１，４８２世帯） 

    復興公営住宅入居希望世帯  ２６９世帯 

     ※自立計画届出書における復興公営住宅希望回答者等は確認対象外 

 

 ［主な質疑応答］ 

  Ｑ 県外の仮設住宅入居者への対応はどのように行っているか。  

  Ａ 宮城県や県外自治体と連携しながら情報を周知している。また、４月には特定延長

に関する通知を送付している。 

  Ｑ 仮設団地の元々の敷地用途で早期に利用する必要があるものについては、逐一連

携して進めていきたいが、仮設住宅入居者の再建完了見込みはいつか。 

  Ａ 一律延長期限が平成３０年度中となっている。特定延長対象者が居住する集約拠

点団地は平成３１年度までだが、その他の団地は平成３０年度中までに退去完了と

なる予定。移転集約プログラムどおり進むよう努力していく。 

 

 

 

 



３ 被災者の生活再建意向の状況について 

  ［５月３１日時点］ 

   ・主な生活再建意向世帯数 

     復興公営住宅（市内） １，２４２世帯 

     防集           ６４０世帯 

     市営県営住宅        ５９世帯 

     民間賃貸住宅       ７０４世帯 

     自宅再建         ４６６世帯 

     親戚施設等         ９３世帯 

  ※現在回収を進めている特定延長に関する届出結果は回答内容精査中のため未反映。

意向変更等による未把握世帯は特定延長に関する届出で確認中。 

 

 

４ 特定延長及び住まい再建に関する届出書の回収状況について 

  仮設住宅の供与期間が７年目の一律延長で終了するため、仮設住宅入居者へ供与期限

のお知らせと、要件に該当する方について個別に供与期間を延長する特定延長の届出等

について通知し、再建予定の確認を実施中。特定延長対象者は７月末までに宮城県に報告。 

［５月２６日時点］ 

   調査対象  ３，７５２世帯 ※調査開始後退去等による回収除外２５２世帯 

   調査期間  Ｈ２９．４～ 

   回収率   ８８．５％（３，０９９世帯） 

   未回収   ４０１世帯 

 


